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人権とはなにか。人間の生存にとって欠くことのできないものとして(政府に代表される)
組織化されたカ (force) によって保障されることに対して、我々が道徳的に正しいと納得して
いる、「我々が共通して有する権利 (our general rights) J。これが「人権J (Human Rights) 
と称せられている権利であり、通常、「人間らしく生きる権利」として知られている(1)。
人権として知られている権利には「共通の」特徴がある。第 1 に、絶対的であること、すなわち、そ
れを侵害したときいかなる弁解も通用しないこと、第 2 に、誰にも譲渡できず奪うことのできないもの
であること、すなわち、たとえ何かをすることによって投獄されその行使が制約されたとしても、誰も
その権利を奪うことができないこと、第 3 に、ユニバーサルなものであること、すなわち、知られた存
在であるとか尊敬されているとかにかかわらず、すべてのひとが保持していること、がそれである ω。
しかしそのような「回答J に対しては、すぐにつぎのような疑問が生じてくる。その「人間
らしく生きる」とはどのようなことを意味しているのか、と。
通説では、人権は「人聞が人間であることにもとづいて当然有する J 権利であり、それは rw人間性』
から論理必然的に生じるもの」であり、それ故に、普遍的なものである (3) 。
ただしこれに関しては、つぎのような見解もある。何が「人間的J なのか。それは「場合によっては、
『人間らしさ』を犠牲にした硬質の生き方を要求する。いってみれば、人権とは、必ずしもヒューマン
な権利ではなく、ひとびとが人一般たる個人であることに耐えることを要求する J (4) 。
この間いは、かくして、実は、極めて「難問J である。というのは、そこには、「根本的な問
いかけ」ともいうべき「人聞とはいかなるものなのか」という課題が横たわっているからであ
り、「人一般j をどのようにの理解するかによって、人権の理解も大きく異なってくるからであ
り (5) 、人権の具体的内容が人間社会の変遷とと共に変化する、と把握されることがあるのはこ
の為である。具体的な事例をあげれば、たとえば、そのような権利の「代表的な」なものとし
て、何よりもまずそして長らく、ロック (J.Locke) が指摘した、生命、自由、所有に対する
権利が知られてきた。しかしその後そのような権利に止まることなく、それ以外の権利も人権
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として認められるにいたり、今日ではかなりの数の権利が人権として知られている。そのため
か、それらを分類(類型化)する試みも積極的に行われている。「自由論・社会論二分論」はそ
の代表的なものである (6) 。
この自由論・社会論二分論は、日本国憲法の人権をその内容および保障方法の差異に基づい
て「自由権的基本権」と「生存権的基本権」に二分した我妻栄によってはじめられ、その後宮
沢俊義による憲法学的処理を介して、戦後憲法学のなかで受容されたものであり、通説化して
いる (7) 。
憲法では、第14条で、法の下の平等が植われ、その後、基本的人権として、いくつかの権利が保障され
る、と明記されている (8) 。それらの(第 3 章で謡われている)権利を、自由権と社会権に「分ける」と、
たとえば、以下のようになる (9) 。
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自由権
内面的精神活動の自由
思想・良心の自由
信教の自由
学問の自由
外面的精神活動の自由
表現の自由
集会・結社の自由
通信の秘密
経済的自由
居住移転の自由
職業選択の自由
外国への移住(国籍離脱)の自由
財産権
人身の自由
法律の定める手続きが保証される権利
正当な手続きおよび理由なく逮捕されない権利
令状なき捜索・押収を拒否する権利
不利益な供述を強要されない権利
刑事事件における公開原則および弁護人を依頼する権利
黙秘権
正当な理由を欠いた拘禁を拒否する権利
奴隷的拘束とその意図に反する苦役からの自由
公務員による拷問および残酷な刑罰の禁止
裁判jを受ける権利
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社会権
生存権(健康で文化的な最低限度の生活を営む権利)
教育を受ける権利
勤労の権利
労働基本権
団結権、団体交渉権、団体行動権
等々
また、日本国憲法では規定されていないが、その第13条で明記されている「幸福追求権J を
根拠として、新しい、独自の人権が提起されている。これらを人権として認めることに対して
はいまだに消極的な見解があるが、流れとしては肯定的に推移してきた。そのような人権とし
て、たとえば、プライパシーの権利、肖像権、知る権利、アクセス権、平和的生存権、学習権、
健康権、環境権、日照権、眺望権、静穏権、入浜権、嫌煙権、等々、が論じられている(10) 。
更には、第三世代の人権と総称されでいる人権もある。これは、自由権を「第一世代の人権J 、社会
権を第二世代の人権」として位置付け、発展の権利を「第三世代の人権」に代表させる考え方であり(11) 、
発展の権利の他に、民族自決権、平和に生きる権利、良い環境で生きる権利が提起されている。
ただしこのような人権の歴史的拡張論(内容の拡大を認める見解)に対しては、人権本来の意義と体
系を理解する上で多くの問題点を内包している(12) 、との批判がある。
このように人権は社会の複雑化そして時代の変遷につれてその内容を拡大・「充実」させてき
ているが、同時に、人間らしく生きる権利は、その主体を変えると、その主体の名を借りて(姿
を変えて)、さまざまな「人権」として現象する、と解される。たとえば、女性の人権、子供の
人権、障害者の人権、消費者の人権、等々として。
働くものの人権もそのひとつである。近年、働くものの人権が、たとえば、労働 CSR とし
てクローズアップされてきている。何故なのであろうか。
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企業内は長らく「営業の自由J ないしは「契約の自由」等々の自由という名のもとに一種の
「治外法権」状態にあった。
憲法学者からつぎのような指摘がある。「日本的な現代企業社会J rでは、企業の財産権や営業の自由
は、単に、『国家からの自由』として放任されているわけではない。それ以上に、企業活動がもたらす
社会的対立や緊張の場面(ここでは労働者の思想・信条)でも自分を押し通し、他を圧迫する。それが
『私的自由』の名において公認されるのである J (13) 
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これは日本だけの現象ではなく、アメリカを含む多くの国々に共通して見られる事象である。たとえ
ば、 1970年代後半のアーウィング (D.W.Ewing) の認識に従えば、多くのアメリカ市民が 9 時から 5 時
まで本質的には無権利状態に置かれ、職場が権利の「ブラック・ホールJ (14) になっていた。彼のコトパ
を借りれば、アメリカ人はたしかに'この200年近く報道の自由、表現の自由、集合の自由、正当な法の
手続(デュー・プロセス)、プライパシー、良心の自由、等々の重要な権利を、家庭、教会、政治・社
会・文化生活においては、享受してきたが、多くの会社においてあるいはその他の組織において、アメ
リカ人はこれらの市民としての自由を享受していないのである (15) 。
被雇用者は「市民J としてはその権利が保障されているのに、一旦、工場(オフィス)の門
(ドア)をくぐると状況が一変する一一これが現実である。
川人博は、現代の企業社会の内実を、たとえば、ある大企業の以下のような「内部資料j を参照して、
「軍隊と同じような組織原理で仕事をし、企業自ら「企業戦争を遂行中」と宣言し、多くの従業員(企
業戦士)を過労死(戦死)させてしまう日本の現実」と喝破している。
以下の公約ができないようなら辞表を書いた方がよいようだ。
1 仕事ができないのは自分のせいで幹部のせいではない。
2 どうしましょうかとは言いません。
3 できませんとは言いません。
4 人の意見は素直に聞こう。
5 どこへ連絡するかいつもわかっています。
6 悪い知らせはすぐ報告しよう。
7 組織活動の基本を守る。
8 幹部に先手は取らせない。
9 無駄な話はしゃべらない。
10 思い立ったらすぐに動きだす。
11 ツーと言われたらカーと行く。
上に挙げたコトパことばほど激しくなくともつぎのモットーは忘れぬように。「足りぬ足りぬ
は工夫が足りぬj
戦時中に聞いたことがあるようだなどいうなかれ。我々は企業戦争を遂行中ではないか
〔出典) J 11人博編『テキストブック 現代の人権』日本評論社、 1993年、 6 一 7 ページ。
このような現実は、「最近まで、国際人権運動・組織、人権学者さらには労働組織やその指導
者たちは、人権としての働くものの権利 (worker' rights) にほとんど注目してこなかったj
と繰り返し指摘されてきたことからも分かるように、いわば「放置」されてきた(16) 。
そして現在、そのような状況がようやく「崩れJ はじめたかのような様相を呈している。も
しそれが「現実」であるならば、そこにはそれなりの理由がある。権利はその性格上獲得され
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るものである。とすれば、それを粘り強く求めるパワーがあったこと(組合運動が展開されて
きたこと)一一これが大きな要因である。しかしそれだけでは f無理J であったであろう。そ
れ以外の要因として作用したのが企業への外圧である。ビジネス・エシックスが学問的に市民
権を確立する過程で生まれた、企業に道徳的主体としての責任を問い続ける動きがそれであり、
現在では、ステイクホルダー行動主義と形容される流れのなかで、さまざまなステイクホルダ
ーが当事者意識を持って発言し行動し始めている。労働者(従業員)に関して言えば、多国籍
企業の行動が、スウェットショップや児童労働等々と関連して、人権擁護運動の高まりのなか
で問題視されたこと一ーそれが世間の関心を「働くものの人権J に対して向ける決定的な契機
となった。そしてそれに呼応するかのように、厳しい労働条件で働かざるを得ないのは自己責
任であると思いこまされてきた働くものがいま自分たちの権利に目覚め行動を起こしはじめて
し、る(17) 。
法学の世界では、法人に人権を認めるのか、株式会社が基本的人権の担い手となり得るのか、具体的
には、企業は政治的自由を持ち得るのか、企業の自由な経済活動はどこまで認められるのか、等々を巡
って論争があった。
たとえば、一方で、「法人は自然人に準じる人として、国民の権利義務が類推適用され・・・、したがっ
て、憲法第三章の各条項は、性質上可能な限り、内国法人に適用される J (18) との見解があり、他方で、
そのような理解に疑問が提示されている。すなわち、樋口陽ーに拠れば、憲法「学説の大勢」は司法
人の人権』という概念を・・・積極的に解してきたんしかし、樋口楊ーの立論では、「人権論の基本にも
どっていえば、法人ではなく、自然人・・・『かけがえのない個人』こそが人権主体なのである J (19) 。
この点、今日では、法人としての企業に、法的な責任を超えた、道徳的責任を問えるのか、が問題に
なっているのであり、それとの関連で、企業の従業員をはじめとするさまざまなステイクホルダーに対
する道徳的な義務を果たすことが要請されている。
このことは、人聞がっくりだし便宜上与えた法人格の在り方を巡って、法人としての株式会社は権利
を持ち得るのか、持っとすれば、それはどのような性格の権利なのか、等々の問題に代表される、法人
の権利問題について、今日の問題意識・視点から、再度、考えることが必要になってきたことを意味し
ている。
本稿の立場で言えば、企業の本質が個別資本としての経済活動にあり、現代企業がその組織目的達成
のための活動(の結果)に対して責任を周われる以上、法人としての会社は、組織目的を達成するため
に活動するという一点においてのみ(組織目的の達成に直接関連する活動に関してのみ)、憲法で保障
された権利を持つが、それは独善的なものではない (20) 。
このことを問題にしているのがビジネス・エシックスである。企業は確かに利潤追求を使命としてい
るが、我々(社会)はその企業にどのような企業倫理(企業として、社会全体の幸福をめざすこと)を
期待できるのか、逆に言えば、企業はいかなる企業倫理に応えることができるのか、が関われている。
20世紀の終わり頃から、労働者の人権として、第 1 に、国際的な労働基準が規範化し、第 2
5 
52 宮坂純ー
に、個別企業内でも労働者の権利が具体的に提起されてきている。
手元の文献(21)を見る限り、これまで国際的レベルで「公に」認められているのはつぎの 4 基
準である。
結社の自由
差別待遇の撤廃
強制労働の撤廃
児童労働の廃止。
しかし今日では上記の基準を考慮して(盛り込みつつ)更に幾つかの労働基準が少なからざ
る組織・機関によって作成され提示されている。それらのなかで、特に、多国籍企業において
「現実的な」基準としてより幅広く注目されそして真撃に受けとめられているのはつぎのよう
な非営利の民間組織によって提唱されている基準である倒。
1)グローパル・レポーティング・イニシァティブGlobal Repo出ngl回tiative(GRI)
1997年に、国連環境計画 (UnitedNations Environment Programme : UNEP) との合同
事業としてセリーズ (CERES) によって設立された、現在オランダに本部がおかれている、
非営利の国際機関。その主要な白的は、「社会J r経済J r環境」の 3 領域で、グローパノレに適
用されまた財務報告書と比較可能な、報告書作成のためのフレームワークをつくりあげるこ
とであり、 1997年から、「持続可能性報告ガイドライン」が公表されている。
2) Social Accountability 8000 侶，A8000)
SAI (Social Accountabiloty lnternational) によってっくりあげられた国際的な労働基準。
独自の認証やパブリックなレポーティングと組み合わせた強力な行動綱領を介して、企業が
自社で保有する工場だけでなくサプライヤーの工場においてもソーシャル・アカウンタピリ
ティ・システムを展開させ管理できるようにモニターする仕組みが構築されている。
3) エシカル・トレーディング・イ二シアチブ Ethical 官'radingInitiative 
1998年に、イギリスで設立され、イギリスのマーケットのために生産活動に従事している
労働者の労働条件が国際的な労働基準に少なくとも合致し願わくばそれを上回るようにする
ことを目的に掲げ、現実の課題としては、サプライ・チェーンの労働条件に言及している
(cover) 行動綱領の履行を促進し改善するために活動を展開している、私企業、 NGO、労
働組合、という 3 つの性格の異なる組織を会員とする連合体 (alli姐ce) 。
4) FLA (The Fair Labor Association) 
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1996年にクリントン大統領によって招集された「アパレル産業組合 J (The Apparel 
Industry Partnership) を母体とし、今日では、産業界、 NGO、大学をメンバーとして擁し、
国際的な労働基準の遵守を促進することおよび国際的な規模で労働条件を改善することを目
的としている、 NPO。
これらの組織によって提唱されている基準は、結社の自由、差別の撤廃、労働時間、賃金
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とベネフィット、安全と健康、児童労働、強制労働、ハラスメントであり、その内容にも言
及されている。
そしてそれに止まることなく個別企業でも、さまざまな権利が問題提起されている。その
ような従業員の権利は、その内容やカバーされている対象の範囲に関しては多少の差異があ
るが、いずれの聞においても、まず第 1 に、さまざまな法令・条例によって法律の上で保護
されている。アメリカを例に挙げると、たとえば、職業安全衛生管理局 (OccupationalSafety 
and Health Administration : OSHA) の管轄下にある権利として、つぎのような権利が知
られている (23) 。
'OSHAの安全・健康基準を知る権利、
・医学記録や細菌・化学物質などによる汚染記録そしてテスト結果にアクセスする権利、
.職場の安全を促進させる権利
'OSHAの査察に立ち会う権利、
-報復から守られる権利(従業員がOSHAに通報したケース)
アメリカでは、上記以外にもかなり多くの権利が法律で定められている。それ自の権利につ
いて知ろうと思えば、『ハンドブック』や『ガイドブック』が公刊されているので、それを利用
してその概要を知ることが可能である。おurRights in the ~佑IFkpJace を見ると、第 1 章のタ
イト/レが「労働現場のあなたの権利」であり、 2 章以降は、賃金と労働時間、健康保険、家族
休暇と医療休暇、プライパシーの権利、健康と安全、不当差別、セクハラ、職を失うあるいは
辞するとき、失職後、失業、報酬、ソーシヤルセキュリティ・身体障害保険、退職計画、労働
組合、移民問題、と続き、それぞれの章ごとに、関連する連邦法と州法が解説されている (24) 。
また、現在では法律で定められている権利だけではなく「法律の裏づけを欠いている J 権利
(道徳的権利)も存在し、しかもその種の権利が益々注目を集めている。道徳的権利とはなに
なのか。ファインパーク (J.Feinberg) の定義を援用した深田三徳によれば、「いかなる法的な
いし制度的諸ルールにも先だ、って、あるいはそれから独立して存在していると考えられている
権利すべてに適用されうるもの」が道徳的権利である (25) 。
これに対して、法的権利は、一定の制度、機関を前提にした「制度的権利J として、「憲法・制定法・
判例法等の・・・法的諸ルールによって定められている(あるいは承認ないし保護されている)権利J で
あり、立法機関・司法機関だけがそのような権利を創り変更し廃止できる、という点で、道徳的権利と
は相違する (26) 。
これは「類」としての道徳的権利であり、それ以外にも、その下位概念である「種」として
の道徳的権利がある。それらは、
1 )慣習的権利(慣習や実定道徳によって与えられている権利)、
7 
54 宮坂純一
2) 理念的権利(道徳理論や政治理論を前提にして、それによって要求されたり正当化されて
いる権利)、
3) 良心的権利(現行のルールではなく、個人の啓発された良心の諸原理によって妥当なもの
として承認が要求されているもの)、
4) 実践的権利(別の種の権利の行使を道徳的に正当化するために主張される要求)、に代表さ
れる権利である。これらには「共通の」特徴がある。それは、第 1 に、その性格上(法的な
いし制度的諸ノレールにも先だつものであるために)現行の法令や制度に対する「批判的機能J
を持つことであり、第 2 に、その権利内容をいかにして確認し正当化するのかが常に間われ
る、ということである (27) 。
それでは、いかなる権利が、現在、道徳的権利として「認識J されているのであろうか。こ
れは「厄介な」課題であるが、各種の文献で取り上げられ論じられてい石トピックに注目する
と、ある程度の「推定J は可能である。たとえば、再び、アメリカを例に取ると、 MoralRights 
in the Workplace というタイトノレの書物では、意味のある仕事に就く権利が語られており、そ
れ以外にも、主要な問題として、自由と強制、ワークシェアリング、先任権、自主管理、等々
が取り上げられ、それらを論じた論文が収められている (28) 。
かくして、従業員の権利には法律で規定されたものだけでなく社会規範レベルのもの(道徳
的権利)が含まれることが理解される。
道徳的権利は立法化されていないが暗黙に了解されている合意が明示化され社会的に承認されたも
のである。このタイプの権利の重要性は、倫理的志向性が強まることにつれて(考えられないこと)が
慣習化されその後法律が改正されていった環境運動の歴史によって「証明」されている (29) 。
更に言えば、社会の変化に連動しであるいは前例のないトラブル(解決を必要とする問題)
の発生を契機として権利が新たに提起されてくるために、その内容は固定されたモノではなく、
絶えず「変化」している。それ故に、従業員の権利のすべてを網羅的に明示することは「不」
可能であるが、その時代を反映した概要を知ることは可能である。その代表的な事例として、
1985年にワーへイン (P.Werhane) によって整理提起され今日でも引用される機会が多い「従
業員の権利目録J (Bill of Rights) がある。それによれば、従業員にはつぎのような権利があ
る (30) 。
1 )仕事に関する平等の権利。宗教、性別、出自、人種、肌の色、等々で差別されない権利
2) 職務記述書で記載された同ーの職務に対して同ーの賃金を受け取る権利
3) 試周期間の後、仕事を保障される権利。以下の条項に当てはまる場合にのみ、解雇される
・満足に (satisfactorily) 仕事を遂行しない場合
・会社内外で、犯罪を起こした場合
8 
従業員の権利について考えるひとつの視点 一 労働 CSR序論- 55 
・仕事中に、飲酒したりドラックを服用した場合
・正当な理由なしに会社の活動を積極的に混乱させた場合
-肉体的にあるいは精神的に働けなくなるか、定年に達した場合
・使用者が公的に証明できる (verifiable) 理由のもとで解雇する場合例えば、会社の譲渡、
破産、等々)
・正当な法の手続きを経て、解雇ないしはレイオフをおこなう場合
4) 職場において、正当な法の手続き(デュー・プロセス)を受ける権利
5) 職場において、自由に発言する権利
6) プライパシ一法が適用される権利
7)うそ発見器を拒否できる権利
8) 自己の判断で外部の仕事に従事する権利
9) 安全な職場で仕事をする権利
10) 会社や仕事に関連する情報を知る権利
11) 意思決定に参加する権利
12) ストライキの権利
E 
これらの従業員の権利は「頭の中では」使用者側にも理解されている(と思われる)。だが実
態は、それが「現実には」行使できない状況がうまれたり、あるいは、行使すればその従業員
は辞めざるを得ない状況に追いやられてしまうことがあることを示している。
言葉を換えて言えば、そのような多くの「要求」が従業員の権利として f主張されている」
こととそれらが「認められている j ことそして更にはそれらの権利が「現実に護られている」
こととは全く「別の」事柄なのである。逆に言えば、無権利状態であるが故に、働くものの権
利が強く主張されている、とも言えるであろう。これは、基本的には、プリンシパル(雇用者)・
エージェント(被雇用者)関係が企業内に、伝統的な観念として、根強く意識され貫徹してい
ることに起因する事柄である。
従業員の権利をめぐる問題の根底には、使用者と従業員の利害の対立が横たわっている。多くのアメ
リカ企業では株主主権的経営が支配約であり、経営者は株主の信託を受けた代理人として従業員と対峠
している。
その経営者(使用者)には従業員に少なからざるコトを望んでいるが、それらは『従業員の義務j と
して読み替えることができる。アメリカ企業を前提にして執筆された文献に拠れば、そのような義務と
して、つぎのような義務が指摘されている (31)。
1 )常識としての注意深さと技能で働くこと (dutyof care and skill) 、
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2) 必要な情報を提供する義務
3 )良き行動をする義務
4) 従う義務
宮坂純一
5) オーソライズされた行動だけをとる (actonly as authorized) 義務
6) 忠誠心の義務
7)リベートや賄賂 (adver自e interest) を取得しない義務
8) 利益を考慮する (accountfor profit) 義務
9) 機密保持 (confidentiality) の義務。
これらの義務は、使用者が、従業員に(自分の代わりに)、結局は、使用者(=辛株主)の利益のため
に「忠実に働くこと J を求めることを示している。
ただし今日では、事態はそれほど「単純」でもなく、流れを見れば、働くものの権利が「人
権」として位置づけられ、強く擁護される動きがでできている。というのは、なによりもまず、
従業員のなかに「市民意識」が育ち、個人としての尊厳への自覚がうまれ酒養されてきている
からであるが、それ以外にも、社会が企業を見る眼が変化し、企業の性格が(ストックホルダ
ー企業からステイクホルダー企業へと)変容しているという「事実」があるからである。
たとえば、内部告発という問題がある。これに対しては、市民のヒーローか裏切り者か、という相対
立する見解が知られているが、その「裏切り」は何を意味しているのか。
それは「組織に対する裏切り」を意味するものであり、それ故に、正確な表現を使えば、反組織的で
あるという意味で、その行為は f反J 倫理的であるとして非難されることになる。しかし、評価の前提
に横たわっている組織の行動が反倫理的なものである場合には、そのような評価はどのようになるので
あろうか。多分、「反組織的=反倫理的J という方程式は成立しないであろう。
更に言えば、現代企業がステイクホルダー企業であるとすれば、組織構成員は株主ではなくステイク
ホルダーに対して「忠実である J ことを求められる。とすれば、企業が不正を犯していることを知った
場合、然るべき手続きを経てそれを「通報」することは倫理的であるという評価にとどまることなくむ
しろ「義務」としての性格を持つことになろう。
ここに、権利の行使(権利をめぐる労使聞の衝突)がどのように現象しているのかを検討す
ることが必要になってくる。
町
日本の企業社会が大きく揺れている。労働の世界(近年の雇用の動き)をみると、それを象徴
している現象の 1 つが就業形態の多様化であり、実態に即して言えば、正社員の数が減少し、
正社員ではない形態で働く労働者の割合が増加していること一一これが変化の具体的な内容で
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ある (32) 。
日本の労働者は、ある『統計』では、その就業形態によって「正社員J と「いわゆる非正社員J に分
けられている。厚生労働省の定義に従えば、「雇用している労働者で雇用期間の定めのない者のうち、
ノ号}トタイム労働者や他企業への出向者などを除いたJ 従業員が r"、わゆる正社員j である。一方、非
正社員は正社員以外の労働者であり、幾つかのタイプがある (33) 。
1 )特定職種に従事し専門的能力の発揮を目的として雇用期間を定めて契約する、契約社員
2) 定年退職者等を一定期間再雇用する目的で契約し雇用する、嘱託社員
3) 他企業より出向契約に基づき出向してきている、出向社員(この場合、出向元に籍を置いているか
どうかは関われない)
4) r労働者派遣法」に基づく派遣元事業所から派遣された、派遣労働者(この形態には、派遣会社に
派遣スタッフとして登録しておく「登録型」と派遣会社に常用労働者として雇用されている「常用雇
用型J がある)
5) 雇用期間が 1 ヵ月以内の者または日々雇用している、臨時的雇用者
6) 正社員より 1 日の所定労働時聞が短いか、 1 週の所定労働日数が少ない者で、雇用期聞が 1 ヵ月を
超えるか、または定めがない、パートタイム労働者
7) その他、上記以外の労働者。
非正社員は、「契約期間の有無J という観点、から言えば、有期雇用「従業員J である。有期雇用とし
ては、かつての「常識J に従えば、契約期聞が 1 年以内に限定された、例えば、パートタイマー、臨時
社員、準社員、嘱託、日雇、季節労働者(期間工)、が知られてきた。しかし 1998年に労働基準法が改
正され、高度の専門的知識を有する労働者が法律で定められた特定の業務に就く場合には契約期聞が 3
ヵ年に延長されことになったために、有期雇用の範囲が大きく拡大してきた。それ故に、今日では、例
えば、契約社員、派遣労働者、等々もそれに分類される従業員であり、パートで働くいわゆるフリータ
ーもそれに相当する。いずれも正規従業員(正社員)とは異なる労働契約を結んだ労働者である。
その動きを数字で確認すると、非正社員の被雇用者全体に占める割合は1994年の調査時には
22.8%であったが、 1999年には27.5% となり、 2003年に実施された実態調査によれば34.6%に
上昇していた。非正社員の中では、パートタイム労働者の比率が一番高く (2003年時に23.0%) 、
契約社員と派遣労働者はそれぞれ2.3% と 2.05%である。そして2003年調査によれば、正社員の
みの事業所は24.7%、正社員及び非正社員のいる事業所は7 1. 6%、非正社員のみの事業所が
3.7%であり、同時に、 20%強の事業所が非正社員の割合が今後増加する、との見通しを示して
いた (34) 。
このような現象の原因は、調査によれば、明白である。日本の完全失業率は、 1999年に、比
較可能な1953年以降最高の水準である4.7%を記録した (35)。これは多くの企業が事業再構築(リ
ストラクチャリング)の一環として人員の削減を実施した結果であり、多数の男性中年層が自
分自身の意に反する形で解雇されたが、依然として入職抑制もおこなわれていた。平成12年度
版の『労働白書』のコトパを借りれば、 1999年現下の労働市場は「雇用調整を伴うリストラク
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チャリング」と「常用雇用の減少と臨時雇用の増加の併存J に特徴づけられていた (36) 。
非正社員を採用している事業所に雇用理由(複数回答)を訊ねた調査によれば、 f賃金の節約j が一
番多くあげられており (5 1. 7%) 、次いで「仕事の繁閑への対応J (28.0%) 、「景気変動に応じた雇用量
の調整J (26.5%) 、「卸戦力・能力のある人材の確保J (26.3%) となっている。このことは転職(労働
移動)が増えていることを示している{問。
転職の実態はどうなっているのか。未経験者の数を示すデータがないので正確な状況は不明であるが、
転職の経験を訊く調査結果によれば、転職経験者は48.4%を占めており、転職が確実に増えていること
が伺われる。しかも正社員から非正社員への移動が35.5% (正社員から正社員への移動は28.0%) であ
り、逆に非正社員から正社員への移動が24.8% (非正社員から非正社員への移動は73.3%) となってい
る (38) 。
一方で、ある事業所をリストラされた正社員が他の事業所に非正社員として「再J 雇用され、
他方で、多くの企業が新規学卒一括採用を手控えたため(就職氷河期)に、本来正社員として
採用されるはずで、あった若年層(の一定部分)はアルバイト(パートタイマー)ないしは契約
社員や派遣労働者として仕事に就かざるを得なくなり、事業所に非正社員の占める割合が高ま
ってしまった。
絶対数をあげると、 1997年から2002年の間に、正社員は約500万人減少している倒。この数
字はいかなる視点から「読み解かれる J べきなのか、言葉を換えて言えば、その数字の背後で
いかなるコトが生じているのかを検証しその意味を解明すること一一それが現代に生きるわれ
われの課題になってくる。例えば、上述のような推移から「正社員時代の終意」が語られてい
る刷。これはいわゆる正社員の減少傾向及び「非正規雇用比率がこれまで以上のテンポで拡大
していること J (41) に注目すれば、ある意味では「出てくるべくして出てきた」当然の主張であ
り、そのコトパ白体は「受け入れられる」ものである。しかしそのコトパが「働き方の選択肢
が拡がり個人の自由意思に委ねられる可能性が拡大したJ (42) といういわばポジティブな意味合
いで使われるとすれば、それは一面的な観測であり、そこには「もうひとつの」側面が隠され
ている、と言わざるを得ないであろう。本稿では、そのような観測があることを念頭に置いて、
「正社員時代の終鷲」と形容される現象の背後で生じている実態を整理しその意味を考えるこ
とにする。
このような「正社員減少・非正社員増加」現象に関しては、それは「雇用調整J の結果であ
る、と判断することができるかもしれない。これまでの日本の企業社会の「慣習」を考えると、
そのような判断にはそれなりの根拠があろう。しかしながら、個々の企業が「専門的業務への
対応J や「長い営業・操業時間への対応」を重視して人材を積極的に採用し始めると、事態は
大きく様変わりの様相を呈するコトになる。それ故に、現在生じている現象は「雇用調整J の
レベルのコトなのか、それとも「新しい」契約(í神話としての終身雇用」が崩壊してしまった
状況をブツ的に裏付ける雇用関係の確立)のはじまりを示しているのか、が問題になってくる
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が、今日までの動きを見ると、後者の側面が強くなっているように思われる。というのは、労
働契約法がさまざまな思惑が交差するなかで制定されたからである。実態はかなり複雑である。
v 
働き方の多様化は労働の分野で f改革」という名のもとで進められてきた規制緩和の流れの
なかから生まれた事象である。わが国では、第二次大戦後今日まで、民法では当事者間の自由
な契約が認められているが、労働の領域に関しては、「労働者保護」の立場から職種や就業形態
の相違を考慮せずに(労働基準法に代表される)特別な法律によって労働時間の上限をはじめ
とする最低限の労働条件が一律に規制されてきた。しかしその現行の法律は就業形態の多様化
そしてそこから派生した雇用・労働条件を巡るトラブルの増加に対応できなくなっている。ま
た更に言えば、使用者団体と労働組合の団体交渉によって労働条件を決定するという集団的な
システムが現実には充分に機能しているとはいいがたく、個別的な交渉の必要性が強まってき
ている。
これらの実態が、採用から退職までの労働契約に関する明確なルールが必要である、との認
識をうみだした基本的な要因であり、 2004年に、厚生労働省が「労働契約法」の制定に向けて
動きはじめた。 2004年に 4 月に「今後の労働契約法制の在り方に関する研究会」が組織され、
2005年 4 月に「中聞とりまとめj 闘が発表され、 9 月には『報告書~ (44)が公表され、労働契約
法制の制定に向けてその在り方が具体的な検討段階にはいった。そして2007年に労働契約法が
制定される。このような流れのなかで発表された「中聞とりまとめJ および『報告書』に対す
る労使の反応の分析を分析すると、企業社会のなかでいかなるコトが生じていたのか、そして
どのような方向に向かおうとしていたのかは明白であり、例えば、次のような現象が浮かび上
がってくる。
既存の法的制度が現実に合わなくなっている、という点に限定すれば、労使双方は同じ現状
認識を共有している。しかし、新しい「契約」をどのように構築していくのかという具体的な
レベルの話になると、それぞれの思惑にはかなりの「隔たり J がある。これは当然の事柄であ
る。というのは、いずれの社会においても、(民主主義の本質を自由にもとめる)使用者側から
すれば、「契約の自由J が原則的には最優先事項であるからであり、労働者側からすれば、民主
主義の神髄は平等にあり、異なった価値観が優先されるからである。アメリカでは、 19世紀か
ら、労使関係の分野では「任意雇用原則J というアメリカンルールが知られている。そしてわ
が国でも、規制緩和の流れのなかで、今日の労働者は労働関係の諸法律によって規制(保護)
されなければならない弱い労働者ではなく「自立したJ 強い労働者である、との労働者像が次
第に拡がるにつれて、使用者側から規制緩和の方向をより強力に推し進める「契約の自由J 原
則が声高に唱えられるようになってきた。
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日本経団連は、 2005年 6 月に、「中間とりまとめ」に対して意見を表明した (45)。そのなかで、
労働契約法の性格等に関わる問題点として 4つの事柄が指摘されているが、まず第一に、契約
の自由に触れられている。
1 )労働契約法は任意規定であるべき、実体規制に反対。労働契約法は契約法である以上、契
約自由の原則が最大限尊重されるべきであるし、罰則が付加されないことは当然であり、任
意規制であるならば、例えば、試周期間の上限を規制することには反対であるし、有期雇用
契約等について書面化を要求することは強行法制化であり、労働契約法の性格に合わない、
と。
2) 契約法であるから、使用者側の義務に偏することなく、労使双方の義務を規定すべき。労
基法制定当時とは異なり、今日では、労働者は必ずしも社会的弱者ではなく、そのような前
提で使用者のみに義務を課すことは妥当ではなく、逆に、労働者の誠実義務も積極的に定め
るべきである、と。
3) 労働契約法の制定に併せて、労基法の改正をおこなうべき。例えば、不要な罰則規定を削
除し、一定の労働者について労働時間規制の適用除外とする「ホワイトカラー・エグゼンプ
ション」制度を導入すべきである、と。
4) 解釈指針・考慮要素は必要最小限にすべき。労働契約法は「わかりやすいシンプルなものJ
であるべきであり、「使用者が講ずべき」とするような行政指導的なものが定められることに
は反対する、と。
他方で、労働組合の対応をみると、そこには、 2005年度に提示された労働契約法の内容では
労働者が益々不利益を被ることになるとの立場が鮮明に表れている。それを端的に示している
のが 7 月 15 日にだされた全国コミュニテイ・ユニオン連合会の特別決議である。そこでは「こ
んな『労働契約法』はいらない! ! J とのフレーズのもとで、「労働契約法制の中聞とりまとめJ
が批判され「受け入れがたい」と総括されている倒。問題点としてあげられているのはつぎの
事柄である。
1)職場の少数派労働組合、異議申し立てをする個人・労働者グループを抑圧・排除しかねな
い「労使委員会制度」が提唱されていること、
2) 解雇について「金銭解決ルールj の導入が企図され、整理解雇 4要件が明記されていない
こと、
3) í雇用継続型契約変更制度J と称するいわゆる「変更解約告知J (悪名高い「スカンジナピ
ア航空」東京地裁判決) (=長期雇用契約の正社員労働者に対して職種・労働条件の変更また
は解雇を迫るシステム〕の導入が企図されていること、
4) 労働時間法制の相次ぐ規制緩和 (í変形労働時間制J í事業場外のみなし労働時間制J í専門
業務型裁量労働制J í企画業務型裁量労働制」等々)の集大成として、米国の「ホワイトカラ
ー・イグゼンプション」の導入が示唆されていること、
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5) その他、就業規則変更、配置転換などについての手続き方法およびガイドラインの導入が
示唆されていること。
連合の立場は今日の状況を踏まえて「現実的J であり、「今ある『労働基準法』のほかに、『労
働契約法』が必要である」との認識にたっている問。しかし「中間とりまとめj に対しては批
判的であり、方向性が修正されないならばそれは労働者の fためにならない」労働契約法であ
る、との立場(4めから、問題点が指摘された後で、独自の「労働契約法私案j 酬が提起されてい
る。その特徴は、労働契約法の規整原理として 3 つの規範が提示されていることにある。ひと
つは、労働者と使用者という契約当事者聞の交渉力の不均衡を前提にした、取引的公正原理に
もとづく規範(公正取引規範)であり、第 2 に、契約当事者の交渉を内側から支える(豊かな
個人生活の形成を促す)、適正契約にもとづく規範(適正生活規範)、そして三つ目が、不当な
差別を受けない権利が企業社会のなかでも実現されることを追求する、社会的公正原理にもと
づく規範(内部構成規範)である。
これらの流れを概観してくると、労働契約法の成立を契機として、どのような企業社会が展
望されているのかを想像することができる。例えば、それは、自由か公正(フェア)か、とい
う価値観の対立でもある。
そのような現実は労働の分野で「改革」という名のもとで進められてきた規制緩和の流れの
なかから生まれた事象であり、労働契約法の制定をめざす動きはその制度的反映である。そこ
には、すでに述べたように、今日の労働者は労働関係の諸法律によって規制(保護)されなけ
ればならない弱い労働者ではなく「自立した」強い労働者である、との労働者像が前提にされ
ている。
しかし、今日の労働者は本当に「自立した」強い労働者なのであろうか。現在の労働者は労
働関係法律によって規制(保護)されなければならない弱い労働者から「自立した」強い労働
者へと、何時の時点で、転化したのであろうか。この点、労働法の分野では、日本は規制緩和
論者が述べているほど、「規制過剰」ではないとの指摘がある (50)。というのは、労働に対する
規制には、その内容や目的別に考えると、例えば、人権の保障、弱者保護、労働力の取引(労
働市場)の規制、解雇規制、労働条件・賃金の規制等があるが、この分野では、制定法が充分
に準備されていないからである。現実に即して見ると、日本では、第 1 に、労働法規の数が極
めて少なく、しかも条文が抽象的な文言であり例外を定めているものが多いために理解困難で、
あり、その為に解釈の確定が判例に委ねられることになるが、その判例が少ないために、労働
についての実態は「慣習法国」なっているし、第 2 に、労使関係のレベルでは、終身雇用を前
提にしていたこともあり、労働契約に明確な合意や規定が欠けまた採用後も配置転換によって
契約内容も変わり、個別労働関係が不安定であり、更には、組合運動も閉鎖的であるために法
的な規範に裏付けられた労働協約が成立しがたい状況が続いてきた。それが為に、日本の労働
関係は暖昧な慣習法的な規範によって規制が維持され、その規範が明確性を欠いているために、
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経営者がわに判断と行為の余裕を与えているのである。日本では、もともと緩和された規制し
か存在しなかったのであり、ここに、当然の論理として、「このうえ何を緩和すべきなのであろ
うか」、という疑問が生まれてくる (51)。そこには、労働者はいまだに決して強い存在ではなく、
むしろ保護の対象となる弱い存在であり、相対的にパワーが劣っている労働者(保護)の為に
は国の政策として規制が必要である、と認識がある。
このような認識は決して日本の現実と「事離J したものではなく、むしろ逆に、現実を反映
したものであろう。それは、例えば、ホワイトカラーエグゼプションが、さまざまな立場から
の反対(抗議)を受けて、成立できなかったこと、そしてその後、政府規制、特に、社会的規
制のあり方に関する全体としての流れ(政府の方針・社会政策としての流れ)の方向が不透明
になっていることに表れている。このことを象徴しているのが「規制改革会議」と厚生労働省
の「対立」である問。
規制改革会議は、規制改革・民間開放推進会議(平成16年 4 月~平成19年 1 月)終了以降も
規制改革をより一層推進するために内閣総理大臣の諮問に応じて平成19年 1 月に内閣府に設置
された、民間有識者15名から構成される会議である (53) 。
この会議は幾つかの答申を提出しているが、その中にいわゆる「第 2 次答申 J (2007年12月 25
日)がある刷。これに対しては、厚生労働省から、平成19年12月 28 日に、「規制改革会議「第
二次答申」に対する厚生労働省の考え方J が提起されている (55)。そして、更に、 2008年 2 月 22
日には、その厚労省見解に対して、規制改革会議から反論がだされている。それが rw規制改革
会議「第 2 次答申 J (労働分野の問題意識)に対する厚生労働省の考え方』に対する規制改革会
議の見解」である (5610
このようなやりとりはその後も続き、 2008年 7 月に、規制改革会議から「中間とりまとめ」
が公表され側、それに対応する形で2008年 8 月に厚生労働省から表明された f規制改革会議「中
間とりまとめ」 に対する厚生労働省の考え方J (58) では、規制緩和に「反対する J 見解が展開さ
れている。
論点を「基本的な考え方」と「労働時間規制」のふたつに限定して紹介すると次のようにな
っている。
第 1 に、「真の労働者保護は規制の強化により達成されるとは限られず、・・・労働契約に関
する情報の非対称性、つまり、使用者の情報が労働者に充分に開示されない点を改善すること
こそ、本質的な課題であると考える」、という規制改革会議の主張に対して、厚生労働省は、「労
働者と使用者との間には交渉力の格差があることや多くの労働者は使用者から支払われる賃金
のみによって生計を立てていること等から、労働契約の締結を当事者の自由意思のみにゆだね
た場合、労働者にとって不当に不利な契約を結ぶことを余儀なくされるおそれがある。このた
め、労働分野においては、一定の規制を行い労働者の保護を行うことが必要である。このこと
こそが労働法制に係る基本的考え方であることは、これまでの労働法や労働経済学の考え方か
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らも明らかであり、「労働契約に関する情報の非対称性」の改善のみを本質的課題とする旨の考
え方は単なる一つの見解に過ぎないJ、と真っ向から反論している。
第 2 に、労働時間に関して、「長時間労働による疾病等を防ぐための労働基準法上の労働時間
規制は当然必要で、あるが、画一的に労働時間の上限を規制することは、・・・ワークライフバラ
ンスの観点から設定される労働時間規制とは区別して議論すべきである」という規制改革会議
の主張に対して、厚生労働省は、「労働者の健康の確保と仕事と生活の調和を図るために、長時
間労働を抑制するための労働時間に係る制度を設けることが必要である o ・・我が国の労働時
間に係る現行の規制は、週40時間、 1 日 8 時間という上限を設けつつ、一定の要件のもと時間
外労働を認めており、御指摘のような「画一的な労働時間の上限規制」とはなっていなしリ、と
反論している。
これらの応酬はアメリカを中心にひとつの流れとなった新自由主義の修正・反省(新自由主
義の見直し)を求める動きが公に表面化してきたことを示しているが、「新しいj 価値観の模索
は別の表現でも始まっていた。それをあらためて示しているのが、 2007年 8 月 9 日に労働政策
審議会の名の下で公表されている rw上質な市場社会』に向けて~公正、安定、多様性~J とい
う報告書である (59)。そこでは、今後のあるべき社会として「持続可能な経済社会」を展望して
いる。それが「上質な市場社会」であり、その社会の実現の為には、中長期的には一貫性の高
い雇用労働政策を策定することが必要であり、その雇用労働政策を策定する場合には、常に念
頭におき政策の妥当性を判断する「基軸」が不可欠であるとの立場から、基軸として、公正の
確保、安定の確保、多様性の尊重を指摘している。それらの基軸は、具体的には、公正の確保
は「豊かな活力ある経済社会にふさわしし、「公正な働き方J の確保」であり、安定の確保は r r雇
用の安定J と「能力開発による職業キャリアの発展、安定」の確保j であり、多様性の尊重は
「多様な選択を可能とすることによる能力発揮、競争力の確保」を意味している。
そしてこれを受けた形で、新しい労働ルールのグランドデザイン策定に向けた検討が顕在化
する。例えば、連合総研が新たな労働ルールの「グランドデザインJ を提起して動き始め、 2007
年には、その中間結果が公表されている。そこでは、「公正で効率的な社会を、当事者の参加で
実現する」との理念が提示され、労使関係、労働協約、労働時間、雇用差別禁止、労働市場を
5 つの柱として、新たな法規制で公正さを担保するとともに、労使当事者が労働条件などを話
し合って決める範囲を拡大する方向が展望されている (60)。そして更に、 2008年には、研究報告
書「雇用における公平・公正一「雇用における公・公正に関する研究委員会j 報告一」が公表
され (61) 、「労働ピックパンj 路線とは異なるより市場介入的な法政策の立場から、雇用形態に
とらわれない公正な労働法制の適用と公正な労働条件の確保が必要である、と改めて指摘され
ている。
これらの(規制のあり方が改めて議論の対象となっている)事態は、現在、日本の企業社会
に新しいワークルールが必要になってきていることを雄弁に物語っている。
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VI 
1980年代以降、日本でも、一方で、労働の分野で、新自由主義あるいは市場至上主義等の旗
のもとに規制緩和がすすみ、例えば、それを象徴するものとして、 2007年に労働契約法が成立
する。しかし他方で、その施行によっていままで潜在化していた問題が表面化し、日本の企業
社会の歪みが具体的に、例えば、労働審判の多発等を通して、現象している。というのは、個
別的な契約になればなるほど包括した最低の基準だけではなく、権利・義務が明確になってい
ることが要請されるからである。すなわち、人権そして働くものの権利を明確にした、ワーク
ノレールが確立していることが必要になってくる。しかし、現実は、この点で、極めて遅れてい
る。このことは、例えば、デ、ュー・プロセス (dueprocess oflaw) に象徴的に表れている(よ
うに思われる)ので、かつて別の論孜で触れたことがあるが、再度取りあげて問題点を確認す
ることにする。
デ、ュー・プロセス、正確には、デ、ュー・プロセス・オヴ・ロー (dueprocess oflaw) は、単
なる「法の手続」ではなく「法の適正な手続j を求める、アメリカの憲法上の概念である。連
邦政府に適用される合衆国憲法修正 5 条が、「何人も…法のデ、ュー・プロセスによらずに、生命、
自由または財産をうばわれることはなし、」と規定し、そしてまたその修正14条では「すべての
州は、何人からも、法のデュー・プロセスによらずに、その生命、自由または財産をうばって
はならないj、と規定されている (62)。これがいわゆる「デ、ュー・プロセス j 条項であり、これ
によって、アメリカ市民は、「生命、自由、財産J として知られているものについてその権利を
保障されている。その意味で、デュー・プロセスは「基本的な正義の原則IJ  (fundamental 
principles of justice) (63) である。
これはアメリカだけではなく、現在では、多くの国々の憲法に明記されている。というのは、
デ、ュー・プロセスとはただ単に「正当な手続きを受ける権利J (定められた手続きに従って告知
し意見を聞いて「指示」や「命令」をだすこと)を意味するにとどまるものではなく、それは、
本来の意味では、基底的な権利であり、すべての事柄が、われわれの社会生活が基本的には「自
由」をベースとして成り立っている社会であるとするならば、何らかの形で、デュー・プロセ
スと関連してくることになるからである。
「自由」とは元来、正当な事由のない場合には身体の拘束を受けない権利を観念されていたが、次第
にその範囲が拡張され、営業の自由、契約の自由などの行動の自由も対象となり、更には、基本的人権
に関連する自由も包括されるようになった (64) 0 rデ、ュー・プロセス」条項が適用される自由については、
後の行論で再度触れる。
再びアメリカの現実に戻ると、このデュー・プロセス・オブ・ローは、裁判所が基本的な権利と
18 
従業員の権利について考えるひとつの視点 一 労働 CSR 序論 - 65 
して保護するに値すると考えたものを保障する際に、よりどころとなる条文が他に存在しない
ときに用いる、最後の切札ないしは「最後の武器J (65) として位置づけられている。このことは、
企業経営との関連で言えば、企業の利益に適った要求が提起されそれが法令(規則)として制
定されたが、それが従業員の利益と抵触するような事態が生まれたときに、その情況を直接に
規定した条例がない場合には、デ、ュー・プロセス条項に従って、その法令の可否の判断が求め
られ「最終的な」判断が為されること、したがって、その適用によって、政府と州の活動(制
定された法律の運用)が規制されるケースが生じることがあること、を意味している。という
のは、オブ・ローのロー (law) が暗黙的には自然法を指すもの (66) であり、自由ないしは財産と
いう概念が「一義的な」ものではないために、デュー・プロセスの意味が ra愛昧」となり、企業
側に有利な判断が為されることもあれば逆のケースも生じることもあるからである。裁判所の
判断はその時期の「支配的なj 価値観に大きく左右されるのであり、「デュー・プロセス」条項
の解釈が案件ごとに分かれるという事態が生じることになるのはその為である。
デ、ュー・プロセスには手続き的な側面と実体的な側面があり、歴史的には、「手続き的デ、ュー・
プロセス」から「実体的デ、ュー・プロセス」へと推移してきた。前者では正しい手続きを踏め
ば規則(行為)は「正当化」されるが、後者では法令(その対象になっている行為)そのもの
の「実体的内容」の正当性が問われる。
「手続的」デ、ュー・プロセスと「実体的J デュー・プロセスの区別に関しては、ノースカロライナ・
ウェスリアンカレッジのウェブに掲載された「資料」が参考になる。
「手続的」デ、ュー・プロセスは「ある法律がどの程度 (how) 正しいのか」に関わる事柄であり、た
とえば、集会の自由、投票の自由、旅行の自由、探索や差し押さえからの自由、所有の自由、身体的拘
束からの自由、等々が相当する。これに対して、「実体的」テ、ュー・プロセスは「ある法律が何故に正し
いのか」に関わる事柄であり、結社の自由、参加の自由、移動の自由、プライパシーの自由、享楽の自
由、選択の自由、等々 が該当する (67) 。
デ、ュー・プロセスはマグナカルタ (1215年)第四条の国法 (law of the land) 条項に由来し
それが合衆国憲法に引き継がれたものであり、なによりもまず多くの領域で、「デ、ュー・プロセ
ス」条項によって告知とヒアリングを中核とする手続きが要求されるという流れが確立した。
この場合には、いかなる手続きが「デ、ュー」すなわち「適正」であるのかが問題となるが、同
時に、その条項は「一定の実体的権利保障規定としても機能」しはじめ、経済的権利に関して
実体的な保障が保護される「流れ」がうまれるようになった。このことを典型的に示している
のがパン製造業労働者の最長労働時間を定めた州法が争われたケースであり(1905年)、最高裁
によって、労働者保護の最長労働時間規制法が、「契約の自由」と抵触することを根拠として、
憲法に違反するとの判断が下された。このように実体的デ、ュー・プロセスは一時期「レッセフ
ェール(自由放任主義) J に支えられてアメリカの「社会経済政策を大きく阻害J したが、その
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後「最高裁は姿勢は変えJ 、 1930年代後半以降「最高裁が社会経済規制を実体的にデ、ュー・プロ
セス条項違反として違憲とした例は 1 つも存在しなしリと言われている側。
そして 1960年代後半以降、それまで、の経済上の実体的デュー・プロセスに代わり非経済上の権
利、自由に対して実体的デュー・プロセスが適用されるようになり、 f新たな」展開が見られる
ようになった。たとえば、 1965年に避妊具の使用を禁止した州法をめぐって、「実体的デュー・
プロセス論」が合衆国最高裁判所によって採用され、プライパシーの権利の観点から、その法
律が違憲と判断されたのであり、その後、自己決定権あるいはプライパシーを対象として、「実
体的」デュー・プロセス条項が適用されるのかどうかが議論をよんでいる。また、純粋な「手
続的」デュー・プロセスの面でも、従来は権利ではなく特権であるために対象外であった「権
利J (たとえば、福祉受給権)などについても、細かく手続を要求する動きが生まれている。更
には、財産に関しでも、財産の概念が拡大し有形ではなく無形の財産、知的財産が企業活動に
おいてウエイトを高めてきたために、デ、ュー・プロセス条項の適用をめぐって裁判所の判断に
注目が集まっている (69) 。
これらの流れはデ、ュー・プロセス条項によって保護される権利と保護されない権利の「線引
き j が極めて微妙な問題になっていることを示しているし、市民生活で認められた権利も、企
業内では、企業の利益との関連で、「認められなし、」こともあり得ることを示唆している。たと
えば、企業内で、「保護」の対象となる「プライパシーj とはいかなるものなのか、し、かなる事
柄が従業員の「意思決定への参加」に「相応しし、」ものなのか、し、かなる判断や行為が「差別」
に棺当するものなのか、「意味のある仕事」に該当する仕事とはどのようなものなのか、等々の
「実体」が問題となり、内容を「吟味」することが必要になり、問題は「複雑な」様相を呈し
ている。
このような現状は「労働の世界」が市民社会の多様化(憲法解釈の「変容J) と連動して複雑
になっていることを示している。と同時にその一方で、企業内では、労使間あるいは従業員聞
にトラブルが発生したときに、その処理が「独自の様式で」求められることになる。これは「従
業員のなかに公正や正義を保証するための効果的なメカニズ、ムや手続き (procedure) J を確立
することであり、それが「デ、ュー・プロセス・オヴ・ローと比べると温かにプリミティプな基
準セットであり、すべての法律ではなく、会社のポリシィのみを巻き込んだモノにすぎないが、
公平・公正 (equity) というベーシックな発想が生じている点では同一である」ために、 f会社
のデュー・プロセス J (corporate due process) と呼ばれる。これがいわゆる「職場において正
当な手続きを受ける権利J である (70) 。
デ、ュー・プロセスは、ワーへインによれば(71) 、ある人が、当該の行動についての説明、ある
いは、それが正しいのか間違っているのかについての公平無私な客観的なフェアーな判断を得
るために、自らの意志をアピーノレすることができる「手段」を提供するものであり、そこには、
手続き的な側面と実体的な側面がある。ある意思決定に対して異議を申し立てるチャネルにア
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クセスできるようにすること・・・これが手続き的なデ、ュー・プロセスである。
デュー・プロセスは、企業ごとに、多様な形態で存在する。陪審員の集まり (panel)、委員会
(board，commit旬e) 、トライビュナノレ(裁決機関) (tribunal)、あるいは調査員の集まり (investigators) 、
等々。いずれにせよ、双方の当事者から事実を収集し、証拠の評価をもとに偏見のない (independent)
判断を下し、必要であれば正しいアクションを取る、という点で共通している (72) 。
手続き的なデュー・プロセスは従業員にオープンな形式の苦情手続きが保証される権利を供
与し、使用者側は自己の行為に対して説明する(理由を述べる)ことが要求されるが、その理
由が「正当である J (good) ことまでは要求されない。これに対して、雇用に関連した決定に
「正当な理由」があることを要求するのが実体的なデ、ュー・プロセスである。これは、解雇の
ノレールをめぐって、特に、任意雇用原則との関連で、現象し、重大な問題を提起している。た
とえば、リパタリアンであるマイトランド (LM氾tland) は (73) 、デ、ュー・プロセスそれ自体を
疑問視し、契約の自由を根拠に、デ、ュー・プロセスは「任意雇用」を根底から覆すものである、
とその適用に反対している。任意雇用は、周知のごとく、アメリカの雇用関係を貫く慣行であ
る。したがって、これが崩れると、アメリカの労使関係は根本的な再構築を余儀なくされるこ
とになるが、事態は自由の解釈の変容とも連動して流動的であり、現実に「大きく」揺らぎつ
つある。
四
アメリカの現状は日本企業社会に対しても大きな示唆を与えてくれる。日本では、憲法31条
において「何人も、法律の定める手続きによらなければ、その生命若しくは自由を奪われ、ま
たはその他の刑罰を課せられないJ と調われ、「適正手続条項J が明記されている。しかし日本
では、その「適正手続条項J が刑罰の対象となる案件にしか適用されてこなかったという「実
績」があり、デュー・プロセスをめぐる問題は今後の課題として残されている。このような現
実は、日本の企業では、従業員の権利に関しては、アメリカと同じようにあるいはそれ以上に
「無」権利状態になっているということを意味している。というのは、すでに終身雇用は神話
としても崩壊し、エンプロイアピリティ契約が一ーその意味を従業員(及び経営者)の多くが
知らないとしても、あるいは自覚が欠けているとしても一一実態としては(事実上)、導入され
ているからである。今まではムラ社会のなかで少なくとも正社員としての地位が保証されてい
る限りそしてそれを第一義的なものとする人がいれは、歪んだ形であったとしてもそれなりの
権利が保証されてきた。しかし今までは誰にも正社員の保証がなくなってきている・・・それ
がエンプロイアピリティである。
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企業に「社会的責任」が求められ、ステイクホルダー企業として存在することが要求され、
株主だけでなく、他のステイクホルダーも「もの申す」ようになればなるほど、企業の対応は
これまで以上に「きめ細かく」ならざるをえないこと (IR活動だけでなくすべてのステイクホ
ルダーズに対して情報を開示し説明責任を果たすこと〉一一これは充分にあり得ることである、
というよりもそれが必然的な流れである。そして同時に、そのことは、特に、自身もステイク
ホルダーでもある従業員(組織で働く人々)に「大きな負担J がかかってくることを意味して
いる。というのは、従業員は特殊なステイクホルダーであり、一面では、被雇用者としては会
社に「対峠」するステイクホルダーであるが、組織構成員という側面から見ると、彼らは企業
自体を構成する存在として他のステイクホルダーズに「対時」し社会的責任を果たさなければ
ならない(マネジャーに連なる) rステイクホルダーJ であるからである。それ故に、企業に対
する社会の期待(企業の義務)が「異常に」増大し、それに「反比例」して従業員の権利が「無
視J されるような情況が生じることは容易に想像できる事柄であり、すでに今日では、それが
現実化している。偽装請負、正社員を前提としない長期派遣あるいは契約社員の存在、残業手
当が支払われない名前だけの店長、等。先に紹介した、 2008年に公表された、研究報告書「雇
用における公平・公正一「雇用における公・公正に関する研究委員会」報告一」において、手
続きの公平さに言及されているのはそのような危機感の表れであろう。
このような問題意識を持って、企業内人生のそれぞれの局面において幾つかの現象・事象を
「労働者の権利」に関連して取り上げ、労働の世界で、現在、何が生じているのか、を検証し、
ステイクホルダーとしての従業員を在り方を考察・検討すること一一これが今後の課題である。
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